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○中学校のICT環境整備（総合戦略）

◎小中学生の歯科通院医療費の無料化
◎災害対策用ヘリポートの整備 （総合戦略） 8,100千円

 （３月補正予算（国補正）分） 42,389千円

●排水・浸水対策

◎「テレビ・プッシュ」システムの運用開始
7,500千円

173,300千円

1,547,925千円 500千円

◎誘致企業に対する支援（総合戦略） ◎業務継続計画（BCP）等の策定
287,000千円 29,597千円

（総合戦略） 31,500千円 1,412,499千円

16,057千円 89,000千円

◎水産物荷さばき施設の整備 ◎自主防災組織等の活動に対する助成

◎うわじま産品の販売促進（総合戦略） ○備蓄物資の整備

新 規 ： ◎
拡 充 ： ○

◎地元企業の競争力強化のための支援 ◎本庁舎･津島支所の耐震化

平 成 ３０ 年 度 当 初 予 算 の 重 点 施 策

～ 『未来』につがなる施策の３つの柱 ～

２．子どもたちの『未来』

１．地域経済・雇用の『未来』

～ その他喫緊の課題に対応する施策 ～

４．防災・減災

◎戦略的なシティセールスの展開 ～うわじま魅力化プロジェクト～ 20,000千円

◎明治１５０年記念イベントの実施

◎中学生の部活動用具購入費に対する助成
 （総合戦略） 4,500千円

◎小中学校のプール改築
598,500千円 14,785千円

13,919千円
◎インバウンド対策の実施

●愛媛マルゴト自転車道の整備

10,670千円

◎離島高校生の修学に対する助成

1,800千円

◎私立幼稚園の認定こども園化に対する支援

◎保育所・幼稚園のトイレ洋式化
1,000千円

◎若者の地元定着・回帰の推進（総合戦略）269,122千円
3,103千円

50,000千円

●公園・児童遊園の整備
202,000千円 ○地域づくり交付金制度の拡充

◎うわじま版CCRC拠点施設の整備に対する支援

●吉田港浚渫による泊地の拡大●｢我が事・丸ごと｣の地域づくりの推進
12,000千円

◎健診等の拡充

●地籍調査の推進
5,752千円

 （３月補正予算（国補正）分） 73,152千円

◎公民館の改築
299,252千円

 （総合戦略） 25,000千円

 （３月補正予算（国補正）分） 49,200千円

◎地域公共交通網形成計画の策定
10,000千円

◎高等教育機関の地域調査研究に対する支援
1,000千円

●中学校の空調設備整備
125,000千円

○中学校のICT環境整備（総合戦略）
71,000千円

 （３月補正予算（国補正）分） 42,389千円

３．健康・生きがいづくりの『未来』

６．その他

５．観光・文化
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30年度
（A）

29年度
（B）

前年度比
（A－B）

伸び率 主 な 増 減 要 因

453.7億円 425.7億円 28.0億円 6.6%

76.7億円 77.1億円 △0.4億円 △0.4% 法人市民税の増（＋1.0億円）

固定資産税の減（△1.3億円）

165.0億円 165.0億円 0.0億円 0.0%

61.0億円 45.3億円 15.7億円 34.6%
本庁舎耐震改修事業の増（＋8.2億円）
水産物荷さばき施設整備事業の増
（＋7.5億円）

うち臨時財政対策債 2.0億円 0.0億円 2.0億円 皆増

59.0億円 56.0億円 3.0億円 5.4% 認定こども園施設整備交付金の増
（＋1.8億円）

37.8億円 30.9億円 6.9億円 22.5% 水産業競争力強化緊急施設整備事業費
補助金の増（＋7.4億円）

【一般会計における主な歳入・歳出予算の比較】

区 分

《歳入・歳出予算額》

歳
　
　
入

 市○○○税

 地方交付税

 市○○○債

 国庫支出金

 県 支 出 金

平成３０年度一般会計当初予算額：４５３．７億円
（前年度比 ＋２８．０億円、＋６．６％の増）

※うち総合戦略（地方創生関連）事業分 ９．５億円

（前年度比 ＋４．７億円 、＋１００．０％の増）

18.4億円 17.7億円 0.7億円 3.8% 地方消費税交付金の増（＋0.3億円）

5.0億円 1.6億円 3.4億円 210.9%

うち基金繰入金 4.9億円 1.6億円 3.3億円 208.6% 公共施設等整備管理基金の増（＋1.6億円）
教育文化スポーツ振興基金の増（＋0.8億円）

85.3億円 57.4億円 27.9億円 48.5%

うち補助事業 43.0億円 22.8億円 20.2億円 89.1% 水産物荷さばき施設整備事業の増
（＋14.7億円）

うち単独事業 40.4億円 31.8億円 8.7億円 27.4% 本庁舎耐震改修事業の増（＋7.7億円）

58.7億円 57.4億円 1.3億円 2.1% 退職手当の増（＋1.6億円）

93.6億円 93.1億円 0.5億円 0.5% 生活保護費の増（＋0.9億円）

60.0億円 69.2億円 △9.2億円 △13.3%

うち負担金 34.4億円 47.5億円 △13.1億円 △27.5% 宇和島地区広域事務組合負担金の減
（△10.6億円）

うち補助交付金 20.2億円 16.3億円 3.9億円 23.6% 企業立地奨励金の増（＋2.7億円）

54.4億円 52.5億円 1.9億円 3.6% 後期高齢者医療特別会計への医療費繰出
金の増（＋1.2億円）

2.2億円 1.9億円 0.3億円 12.7%

※表示単位未満四捨五入の関係で差引きと前年度比等が一致しない場合がある。

歳
　
　
出

 普通建設事業費

 人　件　費

 扶　助　費

 補助費等

 繰　出　金

 維持補修費

 譲与税･各種交付金

 繰 入 金
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１　一般会計予算規模

地方財政計画の伸び率（水準超経費除く）　＋０．３％

○平成３０年度当初予算額

 ４５３億７，０００万円（対前年度比　＋２８億４００万円　＋６．６％）
※当初予算の規模は平成２７年度（４５８億２，５００万円）に次ぎ、合併後２番目
※

国の一般会計の伸び率（水準超経費除く）　＋０．３％

42,000 

44,000 

46,000 

41,460 
42,102 

43,706 
43,222 

45,825 

43,672 

42,566 

45,370 

【過去１０年間の当初予算の推移】

（百万円）

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
本市 △ 10.9 8.9 3.6 1.5 3.8 △ 1.1 6.0 △ 4.7 △ 2.5 6.6

地財計画 △ 1.0 △ 0.5 0.5 △ 0.8 0.1 1.8 2.3 0.6 1.0 0.3
地財計画
水準超経費除く

0.4 0.2 0.4 △ 0.7 △ 0.1 1.6 1.8 0.5 0.6 0.3

（単位：％）
○対前年度伸び率

30,000 

32,000 

34,000 

36,000 

38,000 

40,000 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

36,746 

40,012 
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予算額（A） 構成比 予算額（B） 構成比 （A）－（B） 伸び率

11,252 24.8 11,077 26.0 175 1.6
7,672 16.9 7,705 18.1 △ 33 △ 0.4

693 1.5 689 1.6 4 0.6

2,887 6.4 2,684 6.3 203 7.6

34,118 75.2 31,489 74.0 2,629 8.4
16,500 36.4 16,500 38.8 0 0.0

5,904 13.0 5,602 13.2 301 5.4

3,781 8.3 3,088 7.3 693 22.5

6,096 13.4 4,529 10.6 1,567 34.6
 うち
　臨時財政対策債

200 0.4 0 0.0 200 皆増

1,837 4.0 1,769 4.2 68 3.8

45,370 100.0 42,566 100.0 2,804 6.6

地方交付税

２　歳入の状況

（単位：百万円、％）

区 分
平成３０年度 平成２９年度 前年度比

自主財源

市税

諸収入

繰入金など
その他

依存財源

国庫支出金

県支出金

市債

その他

合 計

【平成３０年度当初予算の歳入内訳】

※表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計等が一致しない場合がある。

16.9 

1.5 
6.4 

36.4 
13.0 

8.3 

13.4 

4.0 

7,672

693

2,887

16,500

5,904

3,781

6,096
1,837 11,252

34,118

総額

４５３．７億円

（単位：百万円、％）

その他

国庫支出金

自主財源

依存財源

市税
市債

地方交付税

県支出金

諸収入

繰入金など

その他

※表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計等が一致しない場合がある。
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○性質別内訳

予算額（A） 構成比 予算額（B） 構成比 （A）－（B） 伸び率

20,524 45.2 20,297 47.7 227 1.1
5,868 12.9 5,744 13.5 123 2.1

（うち退職手当） 689 1.5 532 1.3 156 29.4
9,362 20.6 9,311 21.9 51 0.5
5,294 11.7 5,241 12.3 53 1.0
8,582 18.9 5,801 13.6 2,781 47.9
8,531 18.8 5,743 13.5 2,787 48.5

補助事業 4,303 9.5 2,275 5.3 2,027 89.1
単独事業 4,044 8.9 3,176 7.5 869 27.4
県営事業負担金 184 0.4 292 0.7 △ 109 △ 37.2

52 0.1 58 0.1 △ 6 △ 10.1
16,264 35.8 16,468 38.7 △ 204 △ 1.2

45,370 100.0 42,566 100.0 2,804 6.6

災害復旧事業費

一般行政経費

合 計

３　歳出の状況

義務的経費

人件費

扶助費

公債費

投資的経費

普通建設事業費

（単位：百万円、％）

平成３０年度 平成２９年度 前年度比
性 質 別

【平成３０年度当初予算の性質別内訳】

※表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計等が一致しない場合がある。

12.9 

20.6 

11.7 
9.5 8.9 

0.4 
0.1 

35.8 

5,868

9,362

5,294
4,303

4,044
18452

16,264

20,524

8,582

16,264

総額

４５３．７億円

（単位：百万円、％）

単独事業

補助事業

義務的経費

県営事業負担金
投資的経費

一般行政経費 人件費

扶助費

公債費

災害復旧費
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○目的別内訳

予算額（A） 構成比 予算額（B） 構成比 （A）－（B） 伸び率

総 務 費 7,496 16.5 7,158 16.8 337 4.7
民 生 費 15,408 34.0 15,476 36.4 △ 68 △ 0.4
衛 生 費 2,933 6.5 2,790 6.6 143 5.1
農 林 水 産 業 費 3,910 8.6 2,323 5.5 1,587 68.3
商 工 費 1,013 2.2 676 1.6 338 50.0
土 木 費 4,497 9.9 4,279 10.1 218 5.1
消 防 費 370 0.8 321 0.8 48 15.0
教 育 費 4,012 8.8 3,747 8.8 265 7.1
公 債 費 5,294 11.7 5,241 12.3 53 1.0
そ の 他 437 1.0 554 1.3 △ 117 △ 21.1

合 計 45,370 100.0 42,566 100.0 2,804 6.6

（単位：百万円、％）

目 的 別
平成３０年度 平成２９年度 前年度比

437

【平成３０年度当初予算の目的別内訳】

総務費

公債費
その他

※表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計等が一致しない場合がある。

16.5

34.0

6.5
8.6

2.2

9.9

0.8

8.8

11.7 1.0

7,496

15,408

2,933

3,910

1,013

4,497

370

4,012

5,294
437

総額

４５３．７億円

（単位：百万円、％）

民生費

衛生費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費
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４　市税の状況

れる一方、３年毎の家屋の評価替え等による固定資産税の減（対前年度３月現計予算比△１．３

△６．２％）などにより、市税収入全体は、前年度からの減額を見込んでいる。

○平成３０年度当初予算額

 ７６億７，２２０万円（対前年度当初予算比 △０．４％　３月現計予算比 △１．４％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  〔地方財政計画　市町村税の伸び率　＋３．２％〕

　平成３０年度は、業種によって好不調の差はあるものの、好調である製造業、医療・福祉業及び

漁業の影響による法人市民税の増（対前年度３月現計予算比＋１．０億円 ＋１７．６％）が見込ま

億円 △３．６％）、たばこ離れ等による市たばこ税の減（対前年度３月現計予算比△０．３億円

7,000 

8,000 

9,000 

184 186 
187 189 192 196 

197 
240 253 252 

467 467 
537 525 577 555 

541 
529 530 497 

8,102 8,093 
7,889 7,805 7,799 7,899 

7,625 7,793 7,780 7,672 

【市税の推移】 市たばこ税

軽自動車税

固定資産税

法人市民税

個人市民税

（H21～H28年度は決算額）
（百万円）

※表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計等が一致しない場合がある。

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

2,777 2,622 2,565 2,685 2,713 2,688 2,623 2,736 2,793 2,747 

555 629 664 666 608 732 662 652 579 681 

4,119 4,189 3,935 3,740 3,708 3,729 
3,602 3,636 3,625 3,495 

（３月現計）
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５　地方交付税等の状況

　　　　　　　　　　　　　　１６７億円（対前年度３月現計予算比 △２．３％）

なる中、臨時財政対策債を含む実質的な地方交付税は０．３兆円の減とされ、交付団体ベース

していく中で、市税の減収等もあり実質的な地方交付税は若干の減額を見込んでいる。

○平成３０年度当初予算額
地方交付税　１６５億円（対前年度３月現計予算比 △２．４％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔地方財政計画の伸び率　△２．０％〕

臨時財政対策債を含むと

　地方財政計画では、子ども・子育て支援や地方創生等の重要課題に取り組む地方の実情等を

踏まえ、一般財源総額はほぼ前年度同額の６２．１兆円が確保されたものの、地方税が増収と

の一般財源総額（水準超え経費を除く）では、ほぼ前年度同額となっている。

　本市においては、合併算定替が段階的に縮減（（縮減率）H２９年度：０．７ → H３０年度：０．５）

16,000 

17,000 

18,000 

1,618 
1,653 1,585 

1,581 1,558 1,550 1,521 
1,500 

1,500 
700 

200 
200 

16,490 

17,149 
17,433 17,177 17,451 17,516 17,648 17,471 

17,100 
16,700 

【地方交付税等の推移】 臨時財政対策債

特別交付税

普通交付税
（H21～H28年度は決算額）

（百万円）

※表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計等が一致しない場合がある。

10,000 

11,000 

12,000 

13,000 

14,000 

15,000 

16,000 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

14,269 

15,531 15,780 
15,592 

15,871 
15,958 

16,098 
15,950 15,400 

15,000 

1,521 

1,500 

（３月現計）

H29
↓ H30

↓ H31

↓
H33

↓

合併 10年  15年
段階的縮減期間（H28～H32年度）

0.7
0.5

0.3

特例期間（H18～H27年度）

H32
↓

↓

合併算定替による
普通交付税の増加額

0.9

0.1

H28

○合併算定替のイメージ

※表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計等が一致しない場合がある。
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６　市債の状況

市債発行額　　　計　 ６０億９，６００万円

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（対前年度３月現計予算比　＋１７．４％）

○平成３０年度当初予算

臨時財政対策債　　　　２億円

建設地方債等　　　　 ５８億９，６００万円

市債依存率　　１３．４％　　〔地方財政計画　１０．６％〕

8.5 
6.5 

4.0 

6.3 

8.7 
7.0 

10.8 
8.8 

11.6 
13.4 

3.0 

5.0 

7.0 

9.0 

11.0 

13.0 

15.0 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

【市債依存率の推移】（％）

（３月現計）

※表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計等が一致しない場合がある。

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

2,929 2,806 

1,619 
2,613 

3,954 

3,094 

5,257 
4,025 

4,993 
5,896 700 

200 

200 

3,629 

2,806 

1,619 

2,613 

3,954 

3,094 

5,257 

4,025 

5,193 

6,096 

【市債発行額の推移】
臨時財政対策債

建設地方債等

（３月現計）

（H21～H28年度は決算額）
（百万円）
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７　公債費の状況

　許可団体移行基準の一つとして、また、起債制限指数として用いられ、１８％以上になると
起債許可団体となる。

実質公債費比率

２８年度（２６～２８年度の３ヵ年平均）　　　５．６％

　公営企業債の償還財源に充てた繰出金など公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費
相当額により、財政負担の度合いを判断するもの。

３０年度末現在高見込み　　　３３８億９，５３７万円
１７年度末をピークに減少傾向にあるが、本庁舎の耐震改修などの影響により増加している。

臨時財政対策債を含む市債残高

３０年度末現在高見込み　　　３５２億４，０１５万円
地方交付税の肩代わりと言える臨時財政対策債は２１年度末をピークに減少している。

建設地方債等残高

公債費の増加は、平成２８年度に借入れた過疎対策事業債の償還開始などによるものである。

○平成３０年度当初予算

公債費　５２億９，４１４万円（対前年度当初予算比 ＋１．０％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔地方財政計画の伸び率　△３．０％〕

※表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計等が一致しない場合がある。

35,850 34,344 
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【市債残高・公債費の推移】

臨時財政対策債

建設地方債等

公債費

（３月現計）

（H21～H28年度は決算額）
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８　基金の状況

・財政調整基金　　　　　　  ７１億７，８９０万円（対前年度末比　　　＋１，７９０万円）

○平成３０年度末の残高（予算ベースでの見込み）

・減債基金　　　　　　　　　  １８億７，４２０万円（対前年度末比　　　＋３，２５０万円）

・その他特定目的基金　 　６４億９，２４５万円（対前年度末比 △３億１，１２８万円）

・教育文化スポーツ振興基金　　７億１，６００万円（対前年度末比 　　 △８，４００万円）

・公共施設等整備管理基金　　１４億９，７２０万円（対前年度末比 △１億５，２８０万円）

・ふるさとうわじま応援基金　　 　５億　　７８７万円（対前年度末比 　　 ＋３，９０５万円）

全基金の残高　　　計　  １５５億４，５５５万円（対前年度末比 △２億６，０８８万円）

○主な特定目的基金の残高（予算ベースでの見込み）

・地域振興基金　　　　　　　　　 ３０億２，０００万円（対前年度末比 増減なし）

16,000 
15,806 15,546 

【全基金残高の推移】

その他特定目的基金

減債基金

（H21～H28年度は決算額）

（百万円）

※表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計等が一致しない場合がある。
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13,994 
減債基金

財政調整基金

（３月現計）
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９　普通建設事業費の状況

１５億４，７９３万円

１４億１，２５０万円

１２億７，０９６万円

○平成３０年度当初予算額
普通建設事業費　８５億３，０７６万円（対前年度当初予算比 ＋４８．５％）

  うち補助事業　４３億　　２６１万円（対前年度当初予算比 ＋８９．１％）

  うち単独事業　４０億４，４４３万円（対前年度当初予算比 ＋２７．４％）

○主な普通建設事業

・水産物荷さばき施設の整備　　　　　　　　

・本庁舎の耐震改修、津島支所の改築　　

・学習交流センター等の整備　　　　　　　　 

8,000 

9,000 

176 

137 
184 

8,298 

8,953 
8,531 

【普通建設事業費の推移】

県営事業負担金

単独事業（市）

単独事業（県）

補助事業

（H21～H28年度は決算額）

（百万円）

※表示単位未満四捨五入の関係で積上げと合計等が一致しない場合がある。
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（当初）
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